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1，序　　　論
「企業は自己の存続を維持することをその第一次的課題とし左ければならない。」（11す左わち，「大量
生産原理による，あるいはさらにオートメーシ。ン原理による経済の産業化ないし社会の産業化は，企業
をひとり物的にのみならず人的にもまπいちじるしく固定化し，むのずから企菜の無限持続化を要請して
くるのである。………営利的商品生産の長期・持続化はtt企業の存続”を前提としてはじめて可能となる
ものであり，むのずかC）　t’企業の存続”そのものが企業目的として意識せられざるをえ左いことになって
　　　　（2）〈る。」
　企業維持を考察する場合に，企業を貨幣経済的にとらえるか，財貨経済的にとらえるかによって，資本
維縮駅嬢僻㈱荘張される資翻齢命は一liillva名目資雛持と…蜘覇に分けられるこれ欠対して鬼㌶儲齢い
てh様々な網寺目漂ウ蔽定され、論者により分類も多様である。本論攻va　tsいては，そのうちで代表的ltものと
考えられるゲルトマッハーの再生産的実体維持論とハックスの資本・実体結合計算論を取扱うことにする。
　「般費用と資本との関係（das　Verhaltnis　von　Au　fwan　dund　Kapital），’は必然的な
ものである。資本を具体化している財貨は部分的に貿費用”と左る。経営がこの費用を収益に対応せしめ
て計算すると，収益からtt成果”とな9えない部分が再び回収される。　ttその結果，それとともに資本も
必然的に維持される。”費用評価は資本維持問題から切9離すことはできないh」（3）従って，以下の論述
に冷いて，費用評価問題が，決定的k重要性を有丁る。
（注）
（1）藻利重隆，「ドラッカー経営学説の研究」　昭和41年，47頁
（2）同上，105頁一106頁
（3）田中茂次，「利潤計算論」，昭和45年，77頁
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2，ゲルトマツハーにおける実体維持論
　ここでの課題は，エルビン・ゲルトマッハー著「経済変動と貸借対照表．第1部貸借対照表上の損益計
算の原理と技術1923年」によって，再生産的実体維持論の代表者とみられるゲルトマッハーの見解を
解明することにある。
　ゲルトマッハーは，「年度貸借対照表は損益計算の手段である」（1）というシュマーレンバッィ・の見解を
基点として，「現在の経済変動は，普通の年度貸借対照表が財産一覧表であるという流布しft誤っft観念
を大いにゆ働かす」（2）と述べ，価格変動と損益計算の関係を舶にしようとする。
　ゲルトマッハーによると，「企芙という経済単位は，物的6zaよび人的な目的構造であり，経済的成果の
追求を生活原理と’する明確に組織された力の中心点を意味する。経済経営は，他の組織と生存能力の固守
と維持すaわち活動領域の強化と拡末について時代を超越しft競争を共有する。経済組織は永続的に運動
して澄り，絶え間なく経済的な力の流出と流入が起こる。それで，経営という経済的生命は，永続的な運
動に帥て2つ碗立する力の流れを処理する．」（3）
　「それで，経営経済的成果追求の根本概念として次の3つの大きさが生じる。すなわち，力の流出＝費
用，力の流入＝収益と結局費用と収益の比較の結果としての損益である。」㈲
「費用と収益の力の運動の結果は．
　　1．　流入する力の超過＝利益
　　2．流出する力の超過＝損失
　　5．対立する力の均衡．ma」（5）
という3つの可能性があ9うるが，「企業の存続の最も基本的な要求は，力の流出を流入によってまず第
一に補償することにある。…………費用と収益の補償のこの動的交点は，常に経済的関心の焦点でなけれ
　　　　　　　（6）ぱならない。」
　費用と収益の計算対象を，ゲルトマッハーは，力の担い手に求める。「この“力の担い手”が経営経済
的財貨すなわち噴産・である。」（7）経営経済的財鰍念は，国民経済的財鰍念より広く，例えば，国
内債権・営業権・素材価値を持たない限りでの貨幣を含む9S）
「企芙の計算上の費用は，財貨減少に現われる経齢体の力の雛」（9）と臓される．従，て．財飯
少と結合しkい力の損失例えば訓練されだ優秀准経営構成員の退職，重要な販路の喪失，重要な経営機密
の漏洩、支払いがなされない時聞外労働は，計算上費用ではないし，債務の弁済，資本の払戻しは，経営
にとっては財貨の減少ではあるが，費用では左い鯉　これに対して，「企業の計算上の収益は，財貨増加
として現われ，個別目的追求によって生じた経営の力の流入」⑳　と定義される。
　「経営経済的損益は，計算上の費用と計算上の収益との差額であり，利益の場合，財貨の増加に具体化
し，それに測定対象を見出す力の超過である．」⑫
　これらに澄いて「財貨変動自体は，本質的なものとは考えられなレ㌔財貨を変動させる原動力が本質的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一452一　　　　　　　　　　　　　　　　　噛
で療る。財貨は．車に外貌であり形態である。」⑱
　損益とその2つの構成要素を測定するだめには，計算対象のほかに計算尺度を必要とする。「物理的に
一様な財貨の増加又は減少が問題であると，それに対して物理的な尺度（m・Kg又は4）が与えられる。
しかし，企茱の損益計算は，多くの色々左財貨に関係しなければならなレ㌔損益計算は，公分母として役
立ちうる尺度す准わち価値尺度を必要とする。費用・収益計算のこの尺度は，国家共同体の交換経済の価
値尺度す左わち本位貨幣である。」⑯
　「売却されだか自家消費されft経di技術的給付の再構成に対する収益財の適性す左わち費用変動の最終
成果の適性は，この評価の判断基準を形成する。この評価方法は，未来に現われ，個別経営の数量と給付
の出現va　bいて考えられるし，必ずしも歴史的貨幣数字に固執し左レ㌔収益財が消費されft財貨の回復に
十分であるということを計算が示すや否や，損益計算の動的交点が達成され．力の流れが補償される。経
済体の活動的ft力の前の規模が再び回復される。」⑱　この補償の観点に評価基準を求める評価方法を，
ゲルトマッハーは，「補償検査法」㈲と名付ける。「収益財による消費された財貨のこの補償は，純粋に
実物的に生じうる。それ故，すべての費用財を実物的に補償することが十分であるかどうかで，計算上収
益財が評価されなければkらkい。」OのTltわち期間損益計算にかける「数字上の補償は，実際の財貨補
償の複写」asで鮒ればf。・snい。
　慣習的損益計算K・tsいて，費用・収益は，いかに算定されるのであろうかb「収益において，事態は非
常に簡単である。収益財は，経営への発生にかいて，常に他の経済ととりきめAれk価格で行なわれ，貸
借対照表機構は，この価格に固執する。」⑲　「収益計算は，原則的に確実．正確で，推測でも見積りで
もない項目のみを把握する。果実は，成熟前には摘’まれ■6。」㈲従って損益計算は，「実っk成果の把
握を目差し，経営の成果形成能力の評価を目差さない。」②）
　他方，費用額算定の基礎として，まず財貨在高の算定が要求される。「手持財貨は，原則的に経営経済
的財貨結合に組み入nられる日に偶然与えAれる経営間の価格を与えられる。………この価格は，歴史的
入帳価格と呼ばれる。………貸借対照表に記録されるすべての財貨の価格の時朗的不一致によって，統一
的評価が与えらnltいことが重要である．」（2D
　「経営外の類似財貨の価格変動す左わち時価は．その経営主体的使用価値が減少しない限り，すなわち
在庫品が費用を変動させkい限りは，経営内にある財貨には重要でない。」（紛「経営管理者が市場価格
の変動va手持未消費財の金額算定への影響を認めると，損益講砿質に対して重諏誤りを犯す．」（pa）
「その価値は，経営個別的使用目的によって規定されるし，この個別的使用目的は，市場価格（時価）で
あろうが，歴史的取得価格（原価）であろうが，価格では表わしえない。というのはすべての価格は，交
換される財貨の稀少性の変動の瞬間的な産物だかP－，である。経営内にある財貨には，稀少性という事実は，
もはや生じなレ㌔」（㊨
　左冷「価格投機という動機のみから所右される財貨は，この規則の例外を形成する。そのような財貨に
：67Viては，一期間の最終日に市場価格（時価）が考慮されなければftらないし，この時価が歴史的入帳価
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格との関係にかいて・貸借対照表機構が・収益と費用として記録する増加と滅少を明らかにする。」（29
　財貨在高減少のうち「中性的財貨流出以外は，費用を意味する財貨滅少である。」（勿慣習的方法での
費用額算定の「本質的特徴は，歴史的入帳価格への依存性にある。………例えば，全体の諏価償却配分額
合計は，普通の費用計算にかいて、貸借対照表にょって記録されだ設備の取得価格より高くft　Pえない。
」（圏）’
　「歴史的入帳価格での費用額算定の束縛に澄レ、て，我々は，費用と従って損盃（収益はこの欠陥と関連
しない）の正確な把握を不可能Kする慣習的貸借対照表計算の根m的欠陥を認める。過去に記録されだ価
格ではft〈て，取引時点で有効で．実際の又はありうる経営の再調達価格に，費用は正しい金額算定を見
出す。というのは・収益は費用を補償しなければならないし，正しい損益計算は，それを報告しなければ
・t・Akhからである．」（29！）「設徹帥て，多頒価償却鵬中，楊価格（時価）は，遠味来の実
際の経営個男1酌再調達価格と同一ではない。しかし，市場価格の変動は，少くとも計算日の傾向を示すし，
歴史的取得価格が正しい費用額の算定に対して，何も決是的なものを包含しないのに，その限9では有用
である。」（SO）
　「ある仮定の下でのみ，貸借対照表上の損益計算に冷ける費用の慣習的計算は，実務的に申し分のない
結果に達する。すなわち，再調達価格が，歴史的入帳価格と完全に一致する時である。それは，従来の貸
借対照表への計上方法が，すべての価格は不変であると仮定することを意味する。………しかしこの絶対
的不変性は，経済的調和時においても決して存在し攻い。その限りでは，貸借対照表計算は，昔から誤り
であ．ft．」（31）
　それでは．従来なぜこの欠陥が認識されなかっだのか。ゲルトマッハーは，その理由として，次の5つ
の項目をあげている。
　第一に，「価格変動は，安定時に耕する地震計の曲線と同様に比較的重要でなかクft。債務法は，同様
に貨幣価値の不変性を仮定し，経営のすべての外部関係を強制し島………その上，経営にとって重要左
価洛曲線が，一般的に上か下の一面的左動きを持つのではなくて，互にある程度年度経過内で相殺される
のが，経済的に平穏な時代の特徴であっfc。それで年度差額は，微々kるものでthっft。」（sa）
　第二に・「誤りの修正にとって・差額を把握するftめに，特別な計算資料が必要であっft。一般的には，
資料の費用は，激しい景気変動は別として，経済的に不利であっπ。」（3の
　第三に・「一連の費消に対する再調達価格は，はるかft未来にあり，市場価格は，すべての費用財に正
確に算定されないで，有用な数字は，しばしば見積りでのみ把握されうる。………なんといっても，そこ
には一定の不確実性が存在する。」（34）
　第四ua，「貸借対照表論は．一般に静的va定められる。商事年度貸借対照表にむいて，必ず財産一覧表
を考える人は，誤りを全く謙しkft…．」（⑤
　第五に，公示積立金と秘密積立金によって，「経営は，価格騰貴時に，誤っft計算の下でそんヵに害を
受けltか9た。」（36）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－434一
?
　1かし，誤りの修正によってのみ，「価格変動の影響は，計算上正しく把握され，経済的に正しく評価
される。」（5乃
　「修正のだめの根本的ft前提は，慣習的左誤った構造のza質の明瞭な認識である。………まず第一に，
次の概念が誤っている。す左わち過去に3いて財貨に支払わnft価格が，現在のこの財貨の費消　一費用
一　に決定的であるということである。………現在の費用は，測定に現在の価洛を要求丁る。第二に，費
用は，分離して計算されるという見解は，誤りである。この見解は，経営経済体の継続的な更新の必然性
の存在法則を看過している。この根本原則は，収益による費用の継続的左取替すなわち補償に影響を及ぼ
す。貸借対照表機構での損益計算は，必然的に補償計算である。損益計算は，形式的な取替ではなくて，
費用財の取替のだめの収益財の実際の適正を確認しなければ攻ら左い。費用財の有用能力の減少は，収益
財発生（取引）のその時点va・tsいて，そのつどその時に支配的な取替可能ft価格（取替価格・補償価格・
再調達価格）で計算され鮒れば齢ない．」働
　「まず第一に，価格騰貴時の損益計算の不可欠の修正の形式的・技術的側面が提示される。補償ライン
額が正しく示されるように，費用財の有用価値減少の歴史的入帳価格と再調達価格との差額は，年度損益
計算に取入れられなければ左らない。この修正は，原則として損益勘定にかいて，tt（借方）損益勘定，
（貸方）価格変動勘定”という記帳で考慮されうる。価格変動勘定のかわりに，価格調整勘定・物価騰貴
勘定・更新勘定・資本勘定その他の名称が選択されるのは，重要な形式では准い。損益勘定の必然的な修
正が．資本勘定と結合されると（原初資本＝100と仮定する），経営の費用に影響を及ぼす価格状態の
全般的な経営経済的指数が鮪される。そうすると，資本の舗化と灘化vaついて述べられる。」（3の
　lt・te，「様々な費用の流れに対する価格騰貴の影響を把握する目的が追求されると，
　tt（借方）損益勘定 （貸方）以下の諸勘定
建物更新勘定
機械更新勘定
商品価格調整勘定
当座資産・債務その他での費用価格調整勘定”
という修正記帳が生じる．」㈹
　次に修正の時朗が問題とltる。グルトマッハーは，理論的には，取引日での修正を考えているが，実行
可能性という制約によって，期末修正を主張する。すなわち，「年度計算にとっては，期末の→設的修正
で十分である。この修正は，絶対に必要である。それは，何よりも取替が遠い未来にある費用に澄いて，
見積りという事実から生じる欠点を持つ。しかし，それは，本質において誤っft計算を正しい状態にもど
す。ゆがめられだ計算から，ftとえ1ペニヒまで正確でなくても，ほぼ正しい計算が生じる。」（di）
　ゲルトマッハーは，企業を財貨経済的にとAえ．貨幣価値変動ではなくて，物財価値変動のみを考慮し，
現実に費消されft財貨の再調達す左わち再生産的実体維持を，理論的に首尾一貫して主張丁る。しかし，
価格変動の損益計算に対する影響を考慮するのみで，技術進歩・需要変化の考慮は全くない。
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3，　ハックスの資本・実体結合計算論
　まず，ハックス理論の学説史的系譜を考察しよう。ハックス理論は，「シュミット齢よびリーガーの所
説を理論建設のための素材として求めつつ，貨幣資2Nre持計算の准かへできるかぎり実体維持を組込むと
いう方向」（1｝を目差丁テル・フェーン理論へつAftる。「ワルブは，実体資本維持と名目fi　a［維持を区別
する。実体資本維持は，原則的に原初財貨量の維持を意味する。名目資本維持は，貨幣数字上一定の原初
資本の維持である。両形態間の連結が，テル・フェーンの提案である。これは，原則的に名目資本維持を
要求するが，それが，貨幣数字上一是の資本の維持によって確保され々い場合に，この要求は，経営va不
可欠ft資産の実体維持原則vaよって補足される。」②具体的には．「これは，経営財の価格不変又は下落
時に，名目資本維持を要求する。その場合同時va，実体資本維持が保証される。価格騰貴時に，名目資本
締原則は，不可t）、、，、経営羅喉体維歌あて勧れる．」（・）r’ｻの場e、，，テル．フ＿ンは，時
価減価償却と“固定的在高”についての動的貸借対照表論のシュマーレンバッハの論述に賛成意見を述べ
A－。」（4）
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　ハックス理論は，次のような経済的背景を持つ。す左わち，「ドイツ経済のより大き左拡大についての
議論に澄いて，企業の実体維持に対する伝統的企業計算から生じる危険について繰返し述べられる。高率
課税は，計算利益が大部分企契から強制的に取上げAnることに左る。他面では，拡大経済は．生産能力
すなわち企業実体の永続的拡大を要求する。資Zi市場が構造上弱いだめに，企業に必要左資金を十分ve外
部から供給することは，一般に不可能である。それで，．少くとも稼得収益から，原初生産能力又は換言す
ると原初企業実体が完全に維持されうるようπ，企業内に留保することが不可欠とftる。激しい価格変動
時とりわけ重要な原料の突然の価格騰貴時には，伝統的企菜計算は役に立だない。それは，実体維持の観
点からは凝い猛く架ZR」FiJ2Elfice・性格を持つ利益を糖する。」⑤このように西ドイツの国民生産．国民
経済の発展を論議の出発点とするのは，西ドイツ経営経済学の共通するところである。
　この経済的背景によって規定されるハックス理論の具体的内容は，以下の通りである。
　「企業は．貨幣・資本経済の時代UC　S・・laて，二重の性格を持っ。企業は，一面では，資本主が，できる
だけ夫きな収入を獲得しようとする資本投資であり，他面では，その範囲内va・tsいて，一定の生産給付を
産出する国民経済的生産機構の一部である。資mを企菜に投下しだ人は，勿論，この資本額の払戻しが持
続的に確保されるであろうことを期待する。各利益計算の前提は，この場合には，投下貨幣資本の維持で
ある。それに反して，あるいは生じるかもしれない貨幣余剰は，企業の数量的な生産給付より総合経済的
には関心が左い。しかしこれは，固定資産・棚卸資産と貨幣資産の形態にかける現存能力による。生産能
力が，原初規模で維持される時にのみ，以前の生産給付が考慮されうる。しかしそれは，生産時に費消さ
れた費用財・固定資産・棚卸資産が売上かA完全に再び補償される時にのみ可能である。この観点の下で
tt，利益計算の基礎は、投下貨幣資広では丘くて，原初生産能力を意味する財貨量である。この関係に沿
いて，我々は，経営実体と実体維持について述べる。」⑥企菜の二重の性格によって，貨幣的側面又は財
貨的側面という一面的な考察では不十分である。すなわち，「Ct名目”貨幣資本の維持が問題であると指
示する理論の主張者は。それ俣体維掬・必要性）を余鯉解しない」（7）レ「一面的娯耀持の主張
甜何よりも貨幣贋本計算が我姻経済鞭の基伽一部であることを看過している」（8）と・・。クス
は述べる．貨幣資本維持と実体締は．「経営維持」⑨とい瑚念に儲される．この場合UC，　一、。クス
は，どんな貨幣資本維持と実体維持を考えているのであろうか。ハックスは．貨幣資本維持を名目資本維
持と実質資本維持yc，実体維持を再生産的実体維待と給付的実体維持に区分する。そして貨幣fiz9維持に
ついては，名目資本維持を，実体維持については，技術進歩・需要変化の影響を考慮して給付的実体維持
を選択す譜a」ez・，実体鮪の灘は．国民経済的硯肋腰言青される鮒ではなくて，「持続的に，
投下貨幣資本収益率を確保することが可能とkる」aoと述べる。
　「企業計算は，企菜家が経営維持の最低の要求を達成丁るのに成功しkかどうか及びどの程度成功しk
か雄認するmeを持O。」⑫まず名目資本維持を猷す6ftめには，「支払われ頑纐力膿得されだ
売上から分離され、留保さnることが問題である。実際の貨幣支出は，生産財の取得価格に一致する。投
下貨幣資本を売上から分離する人は，計算にむいて費用を原則的に，実際に支払われk取得価格で評価し
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なければならな・～」㈱これに対して，実体維持を達成するためには，「費用計算によ，て分離された売
上部分から，費消されだ生産財が再調達されうることが問題である。売上が獲得される時初めて，この再
調達が可能であることから出発すると，評価にと6ては製品の取引日に費消されk生産財に支払われだ価
格が基礎となC，nけれ駈ら餌それは，ここでは簡eeVC，醐達価格と呼ばれる．」a4このように過
去指向的な貨幣資本計算にteLAては，取得価格に基づく費用評価が要求され，未来指向的な実体計算にか
いては，再調達価格に基づく費用評価が要求される。
　貨幣資本と実体の両者を維持しなければならない経営維持は，価格変動の影響下でいかになされるか。
「資本維持を達成する利益概念の危険は，費用財の価格騰貴時にのみ生じるし，しかも切迫しだ実体費消
の形態に冷いて生じる。実体維持を達成する利益概念の危険は，それに対して費用財の価格下落時に生じ
為というのは，その場合には，貨幣資本の維持が侵食されるからである。2つの危険が防止されるには，
両利益概念を互に結合し，しかも調達価格の騰貴時には，原則的に実体計算の利益概念が有効であり，価
格下落時には，貨幣資本計算の利益聡力・有効であるという方法で結合することが必腰である．」⑮
　「この問題の解決は，勿論論理的左観点からは不十分である。それは，いずれにせよ首尾一貫性が攻い
であろう。とりわけ，税法や収益課税の観点かAは，禾IZE計算に冷いて，そのつど課税負担を考慮して企
業にとってよ9有利と左るように処理されるということが，反対理由として持ち出されうる。首尾一貫性
がないという非難は，そんなに重要では准レ㌔我々は，この首尾一貫性がないことは，すでに前々から，
いわゆる不公平原理という形において，企業計算を支えている基礎の一つであっftことを確認するであろ
う。その上，問題がより高い見地すなわち企業維持の見地から考察される時には，首尾一貫性がないとい
う非難はk〈なる。この目標が，総合経済的に意味深いものと承認される時には，分配可能なものとして
賠される利益の算定に抽て，様。鎚理はもはや首尾＿貫性がないζとにはな硫いであろう．」ao
　以上のように，資本と実体の維持を同時に目差す損益計算方法を，ハックスは，「資本・実体結合計算
」㈲と名付ける。「結合計算に謝ハては，二重最低限が右効である。すなわち，一方では投下名目資本で
あ9，他方では経営実体の価値である。そのつど両者のうち，よ9高いものが，利益算定基準を形成する。
それは，密接に論理的k考察にむいて，疑いもなく首尾一貫しない不公平な処理であるが，貨幣資本計算
に基づく経済秩序に分幻る企菜の存続の欲求に，厳密に一致する。」⑯
　資本・実体結合計算は，費用財の価格変動に冷いて，具体的には，次のように機能すう。すなわち費用
財の価格騰貴時には，実体計算に従って，再調達価格での費用評価が行なわれる。この場合，費用財の取
得価格と再調達価格との差額は，実体維持積立金として貸方記入されなければならkLnbこれに反して、
費用財の価格下落時には，貨幣資本計算によって，敢得価格による費用評価が行ftわれる。しかし，価格
騰貴中に留保されだ実体維持積立金が存在する場合には，その金額の範囲内で積立金は取崩され，積立金
残高が。撤，て初めて，貨幣資本計動・行なわれる磐
　左澄，「企業が解散される場合には，その瞬間に，従来実体維持積立金に拘束されていだ利益は，自由
とftる。その場合には，利益は，払込まれft名目資本を越えて存在するすべてであ9，それ故，利益課税
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の下にあhしかLそのことから結合計算は，結局全く実体計算ではなくて，貨幣資本計算の特殊な形
態を要求することが明6かに左る。それに組込まれft実体計算は，企業の完全准継続との関連va　tsいて，
実体維持力泌要である限りは・いわば補助的計算である。企業が清算さnる時には，実体維持の必然性は
なく左る。」⑳
　資本・実体結合計算において，実体計算が補助的計算の性格を持つのは，企業解散時には貨幣資瓜計算
が有効であるという理由のほかに．技術進歩・需要変化等による再調達価格の不確実性による実体計算の
実行不可能性という理由がある。すなわち。「再調達された生産手段　一製作材料・経営手段と労働給付
一　が正確に，実際に消費された生産財に一致しない時には，再調達価格での計算は，確実な基礎を失う
ことが明らかとなる。しかも短期的には，消費されだ財貨と取替財との完全k一致が存在する純粋な再生
産的実体維持は，企菜内に冷いて重要な意味を持つ。しかし，その上永続的な変化は，大部分徐々にそし
てほとんど認められ左いで生じるが，時々突然にそして顕著に生じる。しかし，この前提の下で，再調達
価格での計算が，確実k基礎をもはや持だ左い時には，それは実体計算が実務的に実行不可能であること
を意味する。その場合には，企業計算の唯一一の信頼できる形態として，実際に消費されfc生産財の取得価
格に基づく貨幣資本計算が残る．」⑳
通常，実現主義とは，収益の認識・測定基準であるが，ハックスにお・いては，「拡張された実現主義」
（2）という独自の概念が展開される。すなわち．「実現主義のこの変化又はより一層の発展は，例えば次
のように考えらnよう。すなわち財貨の取得原価又は製造原価と獲得されだ売上との比較によって，余剰
が生じる時には，その限りで疑いもk〈，利益の実現が存在する。しかし，費用財の再調達価格がその間
に上昇すk時には，実現利益は，前の生産能力を回復するkめに，一部又は全部を必要とされる。その限
りで実現過程は，暫定的准性格を持つ。最終的に利益は，経営実体の維持すkわち前の生産能力の維持に
必要で攻い時に初めて実現する。それは，いずれ・にせよ，費用財の再調達価格を越える利益部分である。
実体維持のために留保される利益部分は，貸借対照表上様々な方法で処理されうる。最も単純で最も明日
な方法は，一目的を達成しようとする時に一実体維持積立金として。暫定的に禾騰課税によって把握され
ない利益積立金の形成にある。勿論この利益部分は，継続的に拘束され左い。費用財の再調達価格が，後
に再び下落する時には，対応する利益額は，再び自由とkQ，その時には報告され，税法上把握され，分
配されうる。いずれにせよ，企業が’清算される時には，留保利益額は再び自由となる。その時には原初投
下貨幣資本額を越えて存在するすべては，利益として報告され，把握されうる。というのは，企業内部で
もはや拘束され准いからである。この瞬間に，実現は決定的となる。存続企業に澄いて，実体維持を考慮
しての実現主義の拡張は，次のことを本質とする。す左わち，利益は，費用財に投下された貨幣資本が，
販売によって貨幣売上になった時ではなくて，もはや経営実体の維持に必要でないし，企業にもはや拘束
されない時にのみ実現しだとして有効であり，報告されなければなら准い。その時に初めて，利益は最終
的に実現し，利益課税によって把握され，分配されうる。」C2S従って，実体維持積立金は，未実現利益
の性格を有する項目であゐ。
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　ハックスは，資広・実体結合計算によって，経営維持という目標の達成を意図して理論を展開する。結
合計算に冷いては・すでに述べftように，実体計算には補助的計算としての地位を与えるのに対して，貨
幣資本計算には，嘩礎的計算」（2Dとしての地位を与える．しかし結局va・slaては，一。クスは，次の
ような消極的な結論に達する。すftわち，「企業計算は，貨幣資本計算であり，全く他のものではthりえ
左レ㌔というのは，純粋の実体計算は不可能であり，更に我々の経済組織全体は，，資本計算を目差すから
である．一・一この貨幣資本維持力S、本来の計算の基礎である．」㈲
（注）
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??????
⑫．鮒
aφ
⑮
⑯
a．　a．0。，S．15
a．　a，0．，　S．　14
a．a．0，，S，15
a．a．0．，　S．14
a．a．0．，S．　S．14－19
a．a．0．，S．17
　　a．　a．　O．，　S．　20
a．a．0．，S．21
a．a．0．，　S．　26
a．a．0．，　S．　S．26－27
ao　a．　a．0．，S．32
a＄　a．a．0．，S．37
（19）　a．　a．0．，S．　S．52－42
⑳｝　a．　a。0．，　S．　55
（1）　a．a．0。，　S．　51
（22）　a．a．0．，S．66
（25）　a．a．0．，S．65
（24）　a．a．0，，S．51
（25＞　a．　a．0．，S。279
　4，　結　　　　　　論
　ゲルトマシハーの理論は，終始，再生産的実体維持を目差し，その理論展開には，首尾一貫性が認めら
れる。しかしその最大の欠陥は，技術進歩と需要変化の影響の考慮が．完全に欠如していることである。
それに反して実務を尊重するハックスの資本・実体結合計算論は，貨幣資本計算の絶対的優位という結論
に達する。そこで，技術進歩と需要変化の影響を考慮する給付等量的・発展順応的実体維持論について論
述し，結論にかえることにする。
　給付等量的・発展順応的実体維持論は．ハーゼナックが起草し，もっぱら講義に　tsいて展開しだものを
基礎にして，彼の助手をしていだエッカートによって研究されだものであゐIP
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　「給付等量的・発展順応的実体維持の2っのm質的特徴は．次の通りである。すなわち，
1．給付等’量的維持す准わち経営的給付は，技術的に等価のままである。
2．発展1臨的維持すなわち維持され族体は，技術的．経済的発展に適応される。」（2）
　以下va・eいて，こnA2つの内容を吟味し，給付等量的・発展順応的実体維持概念を解明する。
　まず，発展順応的維持について述べる。企業va　tsいて，「生産過程は，永続的に変化する。製品は，橦
類と品質によって，販売市場に冷ける需要変化に適合される。調達面では，価格関係又は調達の困難さの
変化は，生産要素間の全般的代替過程を支配する。技術進歩は，製品と生産方法の永続的左よ9一層の発
展を嚇ける．」（3｝このような技術進歩・離変化等を背景として「取替調達ire・・eいて，技術的・経済
的発展のそのつどの状態に対応する財貨備入されると，x体は発展厩的離持Anる．」（4）
　他方．給付等量的実体維持は，「実体を経営的課題遂行の手段としての機能にむいて考える。そn故財
貨量（＝実体）それ自体が維持されるのではなくて，一定の能率を持つ財貨量が維持され砺再生は，経
営手段と製作材料を機能能力に沿いて維持するという目的で行なわれる。従って維持活動の目標は・等価
の経営給付曜保賜要である実体の持続的再生である．」㈲要するに，「全体能力の完釦利用vaPh
て，同一条件の下で以前に存在しft実体によって生産可能な数量に一致する生産量が生産されうる時に，
実体は給騰量的鷹持される．」⑥
　しかし，「給付等量的実体維持と発展順応的実体維持は，非常にしばしば互に乖離し，その場合には，
両維持原則の一方のみが実現される。しかも，給付等量的実体維持は主張しうるヵ～発展順応的実体維持
の首尾一貫しk実行に対しては，疑惑が生じる。というのは，上で確認さm．ftように，一般的発展に向け
v－，21．A．　re持齢は．拡」，ea含Lsそれ故．実体維持の膿。して羅されえ左跡曜ある．」（7）at．
て，給付等量的実体維持と発展順応的実体維持の結合va・tsいて，「給付等量的，発展順応的実体維持の維
持目標は，技術的給付能力に蔚いて不変であり．この給付能力によって引かれだ限界内で．発展と並行ず
る実体である。」（8）
　このように定義されだ給付等量的・発展順応的実体維持にかいて，費用は、次のような算式で算定され
る。すなわち、
「発展jlletFEr，的鰭財儲÷翻変化率・給付等量的・発展廊的費用」（9）
　この計算に冷いては，次の5つの困難が生じる。すなわち，
　「1、測定は，費用と手数がかかる。
　　2　給付等量的費用計算にとって，しばしば知りえない未来価値が関係するので，維持測定は，現在
　　　価値に依存する。それによって，損益計算の結果は，発展順応的財貨，その価格又は取替日’までの
　　　給付能力がit　k・変化する多くの場合に齢いて，正確性を失う。
　　5．経営給付の品質又は極類の変化及び給付過程の生産性の変化にむいて，適切准尺度を欠くだめにD
　　　給付変化の規模を数量的に述べることは，しばしば技術的に不可能である。費用計算は・給付の変
　　　化が見積Aれる時にのみ実施される。しかし．評価a）ftめの信頼できるし事後検証可能な基礎は存
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　　　在しkい．」⑩
　以上5つの困難のkめに，給付等量的・発展順応的費用の算定は，重大ft限定を受ける。しかし，この
費用額算定は，だとえ近似値計算であっても，常に最も新しい発展に適合し，それ故競争能力のある実体
嚇的爾生のために必要であ網
（注）
（1｝　Eckardt．H・Die　SubStarzerhaltung　industrieller　Betriebe，
　　1963，　S．VI
（2）　a．a。0．，S．　S．25－24
（3）　Ha）x，K・，Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，1957，　S．18
（4）　Eckardt，　H．，a．　a．0．．S．24　・
（5）　a．a．0．．S．27
（6）　a．a．　0，，　S．　55
（7）　a．a．0．，S，34
（8）　a．a．0．，　S．55
（g）　a．　a．0．，S．55
（1Φ　　a．a．0．，　S．　S．55－56
a】）　a．　a．0．，　S。56
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